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株式会社クリエイト・レストランツ・ホールディングス

売上高

連結決算ハイライト

前年同期比

569億82百万円

28.9％増
69,309

27年2月期

33,537

103,271

28年2月期

44,212

118,000

29年2月期

（予想）

56,982

営業利益 従業員数の推移

前年同期比

35億2百万円

3.7％増
27年2月末

7,235

28年2月末

10,220

28年8月末

11,343単位 : 名

4,164

27年2月期

2,597

6,749

28年2月期

3,378

7,600

29年2月期

（予想）

3,502

経常利益

前年同期比

37億47百万円

3.5％増
4,383

27年2月期

2,760

7,340

28年2月期

3,621

7,900

29年2月期

（予想）

3,747

親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益 連結店舗数の推移

前年同期比

21億87百万円

16.3％増
27年2月末

602

28年2月末

779

28年8月末

841
単位 : 店舗　6,495

27年2月期
988

3,321

28年2月期

1,880

4,200

29年2月期

（予想）

2,187

■ 上半期　■ 通期　■ 予想　単位 : 百万円

　株主の皆様には、常日頃、当社に対するご理解、ご支援をいただいておりますことを心
より感謝申し上げます。ここに第20期（平成29年2月期）上半期の事業内容につきまして
ご報告を申し上げます。

　第20期上半期において、当社グループは、既存業態において顧客満足の向上を図る
べくメニューの開発・刷新等に地道に取り組んだ一方、商業施設や繁華街・駅前、郊外
ロードサイド立地へそれぞれの専門業態を積極的に出店いたしました。また、当期より、台
湾創造餐飲股份有限公司の２店舗を新たに連結の対象に加えたほか、商況の変化に
合わせた業態変更及び撤退等の迅速な判断を行い、グループ全体では71店舗の新規
出店、11店舗の撤退を実施した結果、第20期上半期末における業務受託店舗等を含
む連結店舗数は841店舗となりました。
　以上の結果、上半期における売上高は56,982百万円（前年同期比28.9％増）、営業
利益3,502百万円（前年同期比3.7％増）、経常利益3,747百万円（前年同期比3.5％増）、
親会社株主に帰属する四半期純利益2,187百万円（前年同期比16.3％増）となりました。

代表取締役社長

ごあいさつ



中期経営計画 ＶＩＳＩＯＮ２０２０

2015年10月14日発表の「ＶＩＳＩＯＮ２０２０」に変更なし
3年後の2020年2月期に売上高2,000億円を目指す
成長シナリオは3つ

M&A戦略について

VISION2020の達成に向け、良質なM&Aに絞って
検討を継続

■ 売上高（CRカテゴリー）
■ 売上高（SFPカテゴリー）
■ 売上高（専門ブランドカテゴリー）

■ 売上高（M&A）
■ 海外事業

01
オーガニックな出店
（現在展開中の国内外事業）

年間90店舗程度の出店
専門ブランドカテゴリーの出店を強化

+600億円
（150億円×4年）

02
国内M&A

成長シナリオ

売上高成長イメージ

数値目標

M&A検討イメージ

売上高増加額基本方針（考え方）

過去4年間で6件、売上高約380億円のM&A実績
今後3年間でM&A売上高+300億円 +300億円

+1,000億円

03
更なる海外展開

北米＆新たなASEAN地域へ展開
シンガポール、香港でのノウハウ活用
JV、FC方式による展開も視野に

+100億円
2016年2月期
売上高
1,032億円

2020年2月期
売上高

2,000億円へ！

売上高
1,032億円

売上高
2,000億円

2013年2月期 2014年2月期 2015年2月期

2016年2月期実績 前年比 2017年2月期（予想） 前年比 2018年2月期（予想） 前年比

2016年2月期 2017年2月期 2018年2月期 2019年2月期 2020年2月期

103,271

7,340

3,321

49.0%増

67.4%増

48.9%減

118,000

7,900

4,200

14.3%増

7.6%増

26.5%増

150,000

10,700

6,100

27.1%増

35.4%増

45.2%増

2019年2月期（予想） 前年比

175,000

13,000

7,600

16.7%増

21.5%増

24.6%増

売上高

経常利益
親会社株主に帰属する
当期純利益

単位 : 百万円

M&A案件のソーシングは、
主に3つのルートを中心に検討

数ある持ち込み案件の中から、4つの基準にて
案件を厳しく判断

①ファンド等からのEXIT型 [SFP社、KR社] 
②ノンコア事業の取得型 [LG社、RCJ社] 
③創業オーナーとの提携型 [EW社、YNR社]

M&Aにおける4つの判断基準
①多店舗化が可能なブランド 
②競争優位性に基づく高収益性 
③売上・利益の継続的な成長性 
④経営者の情熱

①『
フ
ァ
ン
ド
等
か
ら
のEXIT

型
』案
件

③『
創
業
オ
ー
ナ
ー
と
の
提
携
型
』案
件

②『ノンコア事業の取得型』案件

［4つの判断基準］
①多店舗化が可能なブランド
②競争優位性に基づく高収益性
③売上・利益の継続的な成長性
④経営者の情熱

実績 予想

案件
評価

案件
評価

案件評価
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roadside BOOK
CDDVD

GAME

駅前・
繁華街

ロード
サイド

ショッピング
センター

ショッピングセンター

フードコート

駅前・繁華街

ロードサイド

駅ビル・
商業施設

カフェ・スイーツ-フードコート／
クレープ&QQドリンク

デザート王国
フードコート／
ローストビーフ専門店

ローストビーフ星
株式会社クリエイト・レストランツ

海鮮居酒屋
磯丸水産

日本料理・しゃぶしゃぶ
吉祥

居酒屋／鶏料理専門店
鳥良

SFPダイニング株式会社 株式会社クリエイト・ダイニング

株式会社YUNARI 株式会社
グルメブランズカンパニー

ラーメン
つけめん TETSU

カフェ・スイーツ／パイ専門店
Little Pie Factory

しゃぶしゃぶ・すき焼き食べ放題
しゃぶ菜

自然食バイキング
はーべすと

高級寿司食べ放題
雛鮨

株式会社クリエイト・レストランツ 株式会社クリエイト・ダイニング

和食・しゃぶしゃぶ
かごの屋

京うどん・和食
ふうふや

株式会社KRフードサービス

この他にも様々な
ブランド店舗を展開。

詳しくは
ホームページへ！

駅ビル・商業施設

株式会社クリエイト・ダイニング 株式会社ルモンデグルメ

ブラジリアンバーベキュー(シュラスコ)
RIO GRANDE GRILL

イタリアン
TANTO TANTO

イタリアン
AWkitchen  

野菜レストラン
やさい家めい

株式会社イートウォーク
JAPAN

TAIWAN
HONG KONG

SINGAPORE

NEW YORK

http://www.create-restaurants.co.jp/



株主還元

今期の配当は、中間配当6.5円、期末配当6.5円の年額13.0円を予定
（ご参考：株式分割調整前換算の配当額は、年額39.0円）

8期連続増配の予定

平成28年2月29日を基準日として実施した株式分割（1：3）に伴い、
優待制度を拡充

配当について

株主優待のご案内

当社では、株主の皆様への利益還元を経営上の重要施策と位置付け、
業績や今後の事業展開等を勘案し、
連結配当性向30％程度を目安として安定的な配当を行うことを基本方針としております。

以下の区分により当社グループ店舗にてお使いいただける、
株主様ご優待券を年2回贈呈いたします。

※1 平成26年9月1日付及び平成
28年3月1日付で普通株式1株に
つき3株の割合で株式分割をそれ
ぞれ実施しているため、株式の分
割を考慮し、年間配当額は、遡及
修正しております。
※2 平成27年2月期は、SFP社の
IPOに伴う持分変動利益を特別
利益に計上したため、当期純利益
が増加し、連結配当性向は低下し
ております。

平成29年2月期
中間配当
6.5円

期末配当（予定）
6.5円
年間合計
13.0円

■年間配当額（円）※1　■年間配当額予想（円）　　　　　連結配当性向

2.78

24年2月期

5.33

25年2月期

7.33

26年2月期

7.56

27年2月期

11.67

28年2月期

13.00

29年2月期

実績 予想

中間6.50円
期末6.50円

29.1%

44.7%

35.9%

11.0%

33.2% 29.2%

株主様ご優待券見本

全国197ブランド800店舗にて、ご利用いただけます。（平成28年9月末日現在）

有効期限 2月末日基準の株主様:同年11月30日までの約6ヶ月間／8月末日基準の株主様:翌年5月31日までの約7ヶ月間

2月末日 8月末日

6月上旬頃 11月中旬頃

お食事券3,000円分 お食事券3,000円分

お食事券6,000円分 お食事券6,000円分

お食事券15,000円分 お食事券15,000円分

お食事券30,000円分 お食事券30,000円分

基準日　

贈呈時期

所有株式数

100株以上500株未満

500株以上1,500株未満

1,500株以上4,500株未満

4,500株以上

※2
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代表取締役社長

ごあいさつ

会社情報／株式情報

所有者別株式分布状況

ブランド競争力の強化のため、株式会社アールシー･ジャパ
ン（RCJ社）、株式会社クリエイト吉祥（CK社）、株式会社上
海美食中心（SBC社）と株式会社クリエイト･レストランツ
（CR社）の一部事業を対象とした、グループ内組織再編を行
い、株式会社クリエイト・ダイニングを発足させました。

「株式会社クリエイト・ダイニング」発足

（平成28年8月31日現在）

その他法人（281名）
47,272,610株
49.91％

個人・その他（51,894名）
36,941,607株
39.00％

金融機関（21名）4,799,800株 5.07％
金融商品取引業者（30名）165,666株 0.17％

外国法人等（191名）5,209,684株 5.50％
自己株式（1名）333,275株 0.35％

見通しに関する注意事項
本冊子に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であ
ると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様 な々要因により大きく異なる可能性があります。

組織再編後
(平成28年９月１日～)

当社（CRH）

(27店舗)

①合併②分割型分割

当社（CRH）

SBC社
その他の
グループ
企業

その他の
グループ
企業

CK社RCJ社
CR社

ダイニング事業
の一部

CR社
株式会社クリエイト・ダイニング

会社概要

役員一覧

商 号 株式会社クリエイト・レストランツ・ホールディングス
本 社 東京都品川区東五反田 5-10-18
創 業 1999年5月
資 本 金 1,012百万円
従業員数 11,343名（内社員3,498名）
事業内容 お客様のニーズにあった多様なレストランを創造し、

これを多様な立地に展開すること

代 表 取 締 役 会 長 後　藤　仁　史
代 表 取 締 役 社 長 岡　本　晴　彦
専 務 取 締 役 川　井　　　潤
取 締 役 田　中　孝　和
取 締 役 島　村　　　彰
取 締 役（ 監 査 等 委 員 ） 森　本　裕　文
社外取締役（ 監査等委員 ） 根　本　博　史
社外取締役（ 監査等委員 ） 大　木　丈　史

株主名 所有株式数（株）持株比率（%）

株式会社後藤国際商業研究所 44,163,000  46.62
株式会社ユリッサ 2,682,000 2.83
岡本晴彦 2,387,700 2.52
ビービーエイチ フオー フイデリテイ ロー 
プライスド ストツク フアンド（プリンシパル 
オール セクター サブポートフオリオ）

1,321,200 1.39

川井潤 1,215,000 1.28
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

（信託口） 861,000 0.91

岡本梨紗子 846,000 0.89
岡本侑里子 846,000 0.89
ステート ストリート バンク アンド トラスト 
カンパニー 732,000 0.77

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口） 627,600 0.66

発行可能株式総数 190,800,000株
発行済株式総数 94,722,642株
株主数 52,418名
大株主

事 業 年 度 毎年3月1日から翌年2月末日まで
定 時 株 主 総 会 2月末日の翌日から3ヶ月以内
基 準 日 毎年2月末日

その他必要があるときは、あらかじめ公告
して臨時に基準日を定めます。　

配当金受領株主確定日 期末配当金 2月末日・中間配当金 8月31日
単 元 株 式 数 100株
株 主 名 簿 管 理 人 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号

三井住友信託銀行株式会社
（ 連 絡 先 ） 東京都杉並区和泉二丁目8番4号

三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
電話：0120-782-031（フリーダイヤル）

公 告 方 法 電子公告
ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告ができない場合は、日本
経済新聞に掲載する方法により行います。

株式の状況

株主メモ




